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はじめに 









2015 年秋にかけて、アメリカ社会学会（ASA）や横浜で開催された社会学国際会議（XVIII ISA 
World Congress of Sociology, 2014）などで報告しているが、断片的であり、かつ肝心の日本
人に向けての報告をしてこなかったこともあり、ここに人文研究所の月報に掲載させていただ










めに非営利団体の調査や国勢調査のデータに頼ることが多い（Brulle et al. 2007; Johnson, 
Saito, and Nishikido. 2009）。いくつか限界はあるが（Brulle et al. 2007）、非営利環境団体に
関する全国的な調査データを利用することで、国内外の環境保護運動の形態や環境保護に関す
る主張の変化や風潮についての全般的な研究と議論が可能になる（Longhofer and Schofer 
2010）。こうした方法は、環境保護運動の歴史的な波を探り、アイデンティティを分類整理し、
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これらから得られた特性を環境政策論の歴史的な説明を行う上で、有益であった（Brulle et al. 
2007; Johnson, Saito, and Nishikido. 2009）。 
だが、環境保護運動の比較研究は、非営利団体を法人化するための法令が国によってかなり
違うので、いろいろな難しさがある（Schofer and Fourcade Gourinchas 2001; Schreurs 2002）。
非営利団体の資格やその取得それら自体が国家権力の歴史的なパターンによって影響を受ける
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メルトダウンの後で 





の声が響き 2、2 万から 7 万 5 千人のデモ参加者のニュースが幾度となく報じられた。だが、
こうした市民の抗議活動が日本の著名な環境団体から沸き上がることは殆どなかった 3。 
図 1 は福島第一原子力発電所の原子炉がメルトダウン事故を起こした後の反原発イベントの




年 8 月 1 日、関西電力大飯原子力発電所の運転再開に反対する声明で「原子力発電はやめるべ
きである」と明確に主張したのは翌年の 2012 年 7 月 9 日であった。会員数では同協会を上回
る日本野鳥の会が「原子力発電を段階的に廃止」との意見を同会のウェブサイトに載せたのも















































































































Klandermans 1991; Mohr and Duquenne 1997; North 1990; Weick 1995）。 
これら争点志向（issue-orientations）とアイデンティティは、環境団体が駆使できる組織の
レパートリを形成し（Carmin & Balser 2002）、そして「社会運動団体としての活動と運動を
鼓舞し、正当化する」のに役立つ（Benford & Snow 2000）。アイデンティティが運動資源獲





な類型のあることは社会学の文献で報告されている。重要な特徴の一つは、1960 年代と 70 年
代における反公害運動の最初の波と 1970年代後半から 80年代における環境保護活動の違いで
ある（Broadbent 1998; Broadbent and Barrett 2005; Nishikido 2003; Schreurs 2002）。どち






ローバルな問題に対する環境運動は 1980 年代以前にはほぼ存在しなかったが、1990 年代には
多くのグループが全国的、地球的な生態リスクを争点とする環境保護アイデンティティのシフ
トが始まったと指摘している （See also: Reimann 2001; Johnson, Saito, and Nishikido, 
2009）。ジョンソン等が調査した日本の環境団体の大部分は、これらの問題に重点を置いてお
り、それらは順に、「資源保護、水質汚染、廃棄物処理とリサイクル、過剰消費、地域問題、そ
して森林」であった（Johnson et. al. 2009. p.494）。シュラーズ（2002）が主張するように、
反原発運動が起こったところでも、地域的な原発立地への懸念が焦点であって、ドイツや米国
での原子力エネルギーへの反対運動が、より全国的ないしグローバルな運動であるのとは異




織にはなっていなかったことで研究者達の意見は一致している（Broadbent 1998; McKean 












ある。米国の環境運動の波についての研究（Brulle 2000; Taylor 2000）とは異なり、日本にお
けるこの波のパターンについて、そしてその波が現在の環境団体の規模等の分布にどのように
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例えば、環境団体が組織として何に依存しているかはその行動を左右する重要な要素である。
環境団体はそのパートナーに反対するような、あるいは親密な繋がりを損ねるような主張する
ことはありそうもないので、これらは重要な要因である（Dreiling and Wolf 2001）。加えて、
政府機関から財政的な支援を受けていれば、その繋がりが環境団体の「自律性あるいは独立性
の喪失、特に（NPO）セクターの政策提言の役割を薄めることになる」（Salamon, 1995: 103; 
see also Broadbent 1998）ので、彼らのアドボカシーが過激な方向になるのを妨げる傾向にあ
る。一方で、政府機関への依存性が少ない環境団体は彼らの戦略的選択肢を妨げられることが
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団結の有効性によって変わる（Jenkins 1985; McAdam 1999）。ブロードベント（Broadbent 
1998）の研究は、強力な政府のネットワークと「ルーリング・トライアド（ruling triad）」、






もに示した。1960 年代と 1970 年代初期にかなりの数の反公害運動が沸き上がったことは文献





だが、草の根反公害運動は 1970 年代後半から 1980 年代にかけて急速に勢いを失ってしまった
ことを研究者たちは指摘している（Hasegawa 2004）。環境団体の活動の焦点は、環境保全、
リサイクル、そして消費者問題などの穏健なものとなっていった。










下請け機関、官僚の天下り先となっているとする批判も受けてきた」（Terada 1998: 11）。 
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図２．日本の環境団体の成長 
毎年の新規設立数は、ERCA のウェブデータに基づいて推計したので実数はこの倍であろう 



















1420(公害防止関係約 820、自然保護関係約 600)」（昭和 48 年版環境白書 環境省）と近年の推定
総団体数を、毎年の設立推定数と解散数の累計から求めた団体数のキャリブレ―トとして用いて
検証した。ただし、上記の数値は今回の団体数がウェブサイトのある団体に限られ、それは全体
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1998 年 12 月に施行された特定非営利活動促進法（NPO 法）は非営利団体の登録と法人化
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1998 年 12 月に施行された特定非営利活動促進法（NPO 法）は非営利団体の登録と法人化



































募金法）が 1995 年に制定されたと説明されている 9。  
政府は二酸化炭素を削減しつつエネルギー効率を向上させるという高度技術ビジョンで日本
の指導的立場を確かなものにすることを意図した。同じ時期に、環境保護団体には新しい政治














環境団体結成の新たな波を作り出した要因は、もちろん他にもあった。1996 年 12 月に、
「気候フォーラム ― 気候変動／地球温暖化を防ぐ市民会議（Kiko Forum）」が COP3 に参加



















































































































































1998 年の NPO 法によって組織化が推進されて設立された環境団体の多くが、温暖化防止の






































政権に就いていた期間はほんの 3 年間であったが（2009 年 9 月 – 2012 年 12 月）、民主党
政権は国内から排出される温室効果ガスを 90 年比で 25％減らすとの国際公約を掲げた。これ
を達成するには、発電量に占める原発の比率を3割から半分に高めるしかなかった。（Sugimoto, 

















































































































のデータが不足していることから ERCA のデータを利用した。なお、ERCA のデータベース
は、他の研究者たちによって、これまでも利用されている 13。 
ここから約 4,600 件の環境団体情報を収集したが、まずウェブページを持っていない団体を



























が、2011 年 3 月 11 日からその後 1 年半ほどの間に、ウェブサイト（ブログも含む）上でどの
ような意見表明をしたか（しなかったか）を、2012 年 4 月 18 日から、2013 年 3 月末まで精
査することで実施した。 
事故後、1 年 4 か月経ってから「原子力発電を段階的に廃止」という意見を掲示した団体もあ
るので、同一のウェブページは少なくとも 2 度は閲覧している。2011 年 3 月 11 日以降、ペー
ジの更新が全く無いものは除いた（この種の。休眠あるいは解散団体の設立から最終更新の期
間は、環境団体の平均寿命の計算に利用した）。最終的に利用可能な、活動中のウェブサイトは












この 6 段階の従属変数と、さらに ”0” と ”1” を ”0” にそのほかの ”2－5” を ”1” にまとめ
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   （コード集計）。 















































京 電 力 と
（ あ る い
は）政府を
非難 
環境団体数 2,075 35 41 22 26 24 
％ 93.3 1.6 1.8 1.0 1.2 1.1 
 
 ウェブサイトに地震あるいは津波について言及 ウェブサイトに原子力発電所事故について言及 
 団体数 ％  団体数 ％ 
言及 391 17.6 言及 148 6.7 
言及なし 1,832 82.4 言及なし 2,075 93.3 











をコードしている。第 2 のサンプルは第 1 のサンプルから理事会メンバーについて完全な情報
が入手できたものを抽出したもので、サンプル数は n=278 に減少した。 




















 活動地域（1．同一の市町村内 ― 7. 国内と海外地域） 
 年間予算（0－4 カテゴリー） 































 活動地域（1．同一の市町村内 ― 7. 国内と海外地域） 
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て、モデル 1 と同じロジスティック回帰分析を行った結果を表 4 のモデル 2 に示した。 






















MODEL 1 MODEL 2
Intercept ‐3.3897  <0.0001 0.2066 0.7224
Anti‐Pollution and Global Environmental Identity 1.1471  <0.0001 3.149 1.1259 0.0003 3.083
Conservation and Beautification Identity ‐1.1886  <0.0001 0.305 ‐1.1814 0.0036 0.307
Consumer Protection Identity 0.7260 0.0049 2.067 1.2328 0.0046 3.431
Locality (1, village/town; 7, international) 0.1680 0.0025 1.191 0.1282 0.1410 1.137
Annual Budget (categorical 0‐4) 0.0471 0.6159 1.048 ‐0.6091  <0.0001 0.544
Formed before 1999=0, else 1 ‐0.9980  <0.0001 0.369 ‐0.6984 0.0488 0.497
Max‐rescaled R‐Square n=2185  0.1515 n=278 0.2808
Ass. Pred. Prob. And Obsd. Resp. 77.7 78.5
Pr > ChiSq Odds RatioEstimate
Analysis of Maximum Likelihood Estimates
 Predictor Variable Estimate Pr > ChiSq Odds Ratio
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Scholar/Journalist on Board 1.320* 0.0761
National or Local Govt on Board 0.653* 1.531 0.1361
Corporate Exec. On Board 0.770* 1.299 0.0668
Coop, NPO, or Citizen on Board 1.110* 0.0388
Anti‐Pollution and Global Env. Identity 3.784* 0.3914
Conservation and Beautification Identity 0.264* 3.788 0.4788
Annual Budget (Categorical, 0‐4) 0.589* 1.698 0.1852
Formed before 1999=0, else 1 0.224* 4.464 0.4288
Significance tests for odds ratio estimates derived from 




































少なくとも 10、そして、ある元官僚は 12 団体の理事・役員（あるいは委員）に就任あるいは 
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図４．環境団体サブサンプルの政治的-組織的な関連状況（2012） 
注：名称が記載されているもの以外の略号は以下のようである：A_: University, College; B_: Bank & 
Insurance; D_: Independent administrative agency; C_: Corporation; F_: Foundation; G_: 
Government; LG_: Prefectural (Local) Government; M_: Media; E-, C-, K-, H-, T-, S-, N-: 






原子力発電所を持つ 5 つの主要な電力会社（この図には他の 4 電力は表示していない）がサブ
サンプル中の有力な環境団体と直接の繋がりを持っていることが示されている。
著名かつ財政力のある環境団体（いずれも ERCA データベースに掲載）がこのネットワーク















たい。「特定非営利活動法人 持続可能な社会をつくる元気ネット」は 1996 年に設立された。
この団体は福島原発のメルトダウン事故の前にも後にも、原子力発電に批判的な見解を表明し
たことはない。ERCA データベースによれば、年間予算は 1,000 万円以上 1 億円未満となって








管理をするために設立されたが、2006 年には東京電力の元役員が NUMO の理事長に就任して
いる。さらに少なくとも 2 人の役員は経済産業省出身である。 
図 4 に示した組織間の相互のつながりをさらに明らかにするために、日本環境協会（JEA 



















たい。「特定非営利活動法人 持続可能な社会をつくる元気ネット」は 1996 年に設立された。
この団体は福島原発のメルトダウン事故の前にも後にも、原子力発電に批判的な見解を表明し
たことはない。ERCA データベースによれば、年間予算は 1,000 万円以上 1 億円未満となって








管理をするために設立されたが、2006 年には東京電力の元役員が NUMO の理事長に就任して
いる。さらに少なくとも 2 人の役員は経済産業省出身である。 
図 4 に示した組織間の相互のつながりをさらに明らかにするために、日本環境協会（JEA 

































事故後に“The Pro-nuclear Environmentalist Movement: A Q&A with Dr. Patrick Moore” 
(Forum on Energy, July 22, 2013)で、次のように語っている。 
“… However, the impact of the radiation released from the site will be minimal to the 
point of being un-measurable for both humans and wildlife. Just because there is 
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measurable radiation does not mean there is measureable harm.” (Moore 2011) 
 
これらとは対照的な環境団体もある。特定非営利活動法人国際協力 NGO センタ （ーJANIC）
は 1987 年に設立され、ERCA データベースによれば個人会員 162 名、団体会員 177 団体であ
り、環境保護を含む人道的活動に携わる NGO の活動の促進および強化を図ることを団体の目
的としている。東北の地震と津波による甚大な災害の後、その救援と復興活動に従事している
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海道環境財団、2011 年 7 月 4 日）と表明しているが、原子力発電の恒久的かつ完全な廃炉を
主張している団体は少ない 22。 
2011 年から 12 年にかけての一般市民の反原発運動の盛り上がりは目覚ましいものであった




1. 過去 50 年間で。日本はその電力需要の 30％以上を原子力発電に依存するようになった。2011 年、日




なく明らかに人災だ」と結論している。2012 年 7 月 5 日のニューヨーク・タイムスは事故調査委員
会の報告書に関する記事の冒頭で「政府と原子力産業の共謀に根ざす、避けることのできたはずの災
害…」としさらに ”The report placed blame for the tepid response on collusion between the
company, the government and regulators, saying they had all “betrayed the nation’s right to
safety from nuclear accidents.” Tepco “manipulated its cozy relationship with regulators to take
the teeth out of regulations,” the report said.”と報じている。（Tabuchi, July 5, 2012）
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ば、支援・加盟している主な環境団体として 54 の環境団体（名称が明らかなのは 39 団体）が記載さ
れており（九州電力 2014）、九州電力は少なくとも法人としての会費を納めているはずである。 
9. 「公益社団法人国土緑化推進機構（NLAP）」は 47 の都道府県緑化推進委員会があり、これらの会長・
理事長の多くは現職あるいは元県議会議長や知事である。NLAP の会長は衆議院議長、最高顧問は参
議院議長である。この 47 団体のうちの 10 団体は ERCA データベース（2007）に登録されているの
で NLAP と地域の推進委員会は定義により環境団体である（分析に利用したのは ERCA データベー
スにある団体のみ）。これら団体の事務所は県庁舎あるいは農林会館、森林組合会館などにあり、行政
と密接な関係のあることが分かる。2011 年 3 月 11 日以降、東日本大震災と津波被災者への弔意は表
明しているが、これらすべての団体が原発事故の問題については口を閉ざしている。国土緑化、植林









ブ」（年 2 回）の表紙裏、裏表紙には創刊号の 2004 年から 2011 年までは関西電力、大阪ガス、そし
てダイキンの全ページ広告が掲載されていた。2011 年 Vol.14 夏・秋号以降は関西電力の広告はない。
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明は全くない。Vol.16 .12 年冬・13 年春号に「再生可能エネルギーの普及促進―社会の変革を目指し
てー」（財）地球環境戦略研究機関 関西研究センター長鈴木胖氏の講演録が掲載されていた（2011














2012 年 3 月の時点での環境団体の情報を収集した。





15. 例：尾瀬保護財団 2012 年「尾瀬国立公園（群馬県側）における放射線量測定結果について」；
（http://web.archive.org/web/20150131204206/http://www.oze-fnd.or.jp/main/other/radiation/
radiation2012.html）
16. 表 2 を参照：Locality (1, village/town; …7, international); Conservation and Beautification
Identity/ Consumer Protection Identity; Anti-Pollution and Global Environmental Identity;
Annual Budget (categorical 0-4); Formed before 1999 (=0, else =1); (Former) National or Local
Government on Board; Corporate Executives on Board; Coop, NPO, or Citizen on Board;
Scholar/Journalist on Board.
17. 冒頭でも述べたように、この研究のスタート時点では、環境団体・運動の国際比較がテーマであった。
我々の 2005 年から 2006 年にかけて行った北米の環境団体に関する調査（Dreiling et al. 2008）では
環境団体の活動にNTEEコード（The National Taxonomy of Exempt Entities (NTEE): Brulle 2000）
を割り振り、これをコレスポンデンス分析によって分類することを行って有意な結果を得ている。こ
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